
 

 

 

一般競争入札の公告 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、令和８年度（債務負担行為）河川

整備単独事業（河川自然災害防止）新井田川札谷地排水樋門工事の請負について、一般競争入札（簡

易Ⅱ型（通常型）総合評価落札方式（事後審査））を次のとおり行う。 

 なお、この入札は山形県電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により執行する。 

   令和８年９月17日 

                           山形県知事  吉村 美栄子 

 

１ 入札書の受付期間、開札場所及び開札日時 

(1) 入札書の受付期間     令和８年10月９日（金）から令和８年10月14日（水）まで（山形県の休

日を定める条例（平成元年３月県条例第10号）に規定する県の休日（以

下「県の休日」という。）を除く。） 

(2) 入札書の受付時間   午前８時から午後10時（入札書の受付期間の最終日にあっては、午後

４時）まで 

(3) 開札場所            山形県庄内総合支庁 入札室 

(4) 開札日時       令和８年10月15日（木）午後１時10分 

２ 入札に付する事項 

(1) 工 事 名      令和８年度（債務負担行為）河川整備単独事業（河川自然災害防止） 

新井田川札谷地排水樋門工事 

(2) 工事の場所      酒田市北新橋 地内 

(3) 工事の概要      樋門本体工 １式 

             ゲート工 １式 

             本工事は、平成６年４月県告示第340号第２項による参加要件を拡大す

るものとする。 

本工事は、ＩＣＴ施工技術の活用を図るため、受注者の提案・協議によ

り、起工測量、設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及び工事完成

図や施工管理の記録及び関係書類について３次元データを活用するＩ

ＣＴ活用の対象工事（施工者希望型）である。 

 (4) 工   期      令和９年６月30日まで 

(5) 予 定 価 格     203,130,000円（消費税及び地方消費税を含まない。） 

３ 入札参加者の資格 

 次に掲げる要件を全て満たす者であること。 

(1) 山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第125条第５項の競争入

札参加資格者名簿に登載されている者（復旧・復興建設工事共同企業体を除く。）であること。 

(2) 本工事の入札において、他の事業協同組合の構成員になっていないこと。 

(3) 土木一式工事において、Ａ又はＢの等級に格付けされていること。 



 

 

 

(4) 土木一式工事においてＢの等級に格付けされている者にあっては、山形県から受注して令和 

７年度に完成した土木一式工事に関する工事成績評定点について、60点未満のものがなく、かつ、

平均が65点未満でないこと。 

(5) 土木一式工事においてＢの等級に格付けされている者にあっては、平成 23年度以降において、

国（独立行政法人、事業団を含む。）、都道府県（企業局、公社を含む。）、市町村（一部事務

組合等、公社を含む。）、土地区画整理組合又は土地改良区並びに公益民間企業が発注した排水

（取水）樋門（樋管）工の工事を元請（共同企業体の構成員にあっては、その出資比率が 20 パ

ーセント以上であった者に限る。）として施工した実績を有すること。 

(6) 庄内総合支庁管内に主たる営業所（建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第７条第１

号に該当する者を置く営業所に限る。）又は営業所（建設業法（昭和24年法律第100号）第７条２

号イ、ロ又はハに該当する者を専任で置く営業所に限る。）を有すること。  

(7) 次に掲げる要件を満たす主任技術者又は監理技術者を本工事に専任（監理技術者については、

監理技術者補佐を本工事に専任で配置する場合にはこの限りでない。）で配置（経常建設工事

共同企業体にあっては、全ての構成員が配置すること。）できるとともに、現場代理人を常駐

で配置できること。なお、現場代理人と主任技術者又は監理技術者若しくは監理技術者補佐と

は、兼務できる（ただし、低入札価格調査制度を適用する工事において、調査基準価格を下回

った価格をもって契約する場合を除く。）。 

イ １級の土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有すること。 

ロ 監理技術者にあっては、土木工事業に係る監理技術者資格者証を有し、かつ、監理技術

者講習を受講していること。 

(8) 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入していること。ただし、個人事業所で、かつ、従

業員が４人以下である等の事由により適用事業所に該当しない場合を除く。 

(9) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

(10) 規則第132条の規定に基づく建設工事請負契約約款（昭和39年８月県告示第707号。以下「建設

工事請負契約約款」という。）第49条第11号イからトまでのいずれにも該当しないこと。 

(11) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）の規定による更生手続開始の申立てをした者若しくは

申立てをなされた者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）の規定による再生手続開始の申立

てをした者若しくは申立てをなされた者にあっては、当該更生手続開始又は当該再生手続開始の

決定の日を審査基準日とする経営事項審査の結果をもとに、建設工事の入札参加資格の審査を受

けた者であること。 

４ 総合評価落札方式に関する事項 

(1) 総合評価を行う事由 

本工事は、技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事であるが、発注者の指示する仕様に基づ

き、適切で確実な施工を確保できる技術力を保有しているか確認する観点から、企業及び配置予

定技術者の技術的能力等に関する技術資料（以下「技術資料」という。）を求め、その内容と価

格とを総合的に評価するものである。 

 (2) 総合評価の方法 



 

 

 

提出された技術資料について、次に掲げる評価項目及び評価基準に基づき評価点を与える。 

イ 企業の能力について 

評価項目 評価基準 配点 評価点 

同種又は類似工事の施工実績 同種工事の実績あり 

８ 

２ 

類似工事の実績あり １ 

実績なし ０ 

工事成績評定の平均点 84点以上 ２ 

81点以上、84点未満 1.5 

78点以上、81点未満 １ 

75点以上、78点未満 0.5 

75点未満又は評定通知なし ０ 

企業認定の有無 認定あり １ 

認定なし ０ 

山形県優良建設工事顕彰歴の有無 顕彰歴あり １ 

顕彰歴なし ０ 

ＩＣＴ、ＢＩＭ／ＣＩＭの活用 ＩＣＴの全面的な活用 

 

２ 

ＩＣＴの部分的な活用 １ 

該当なし ０ 

ロ 技術者の能力について 

評価項目 評価基準 配点 評価点 

主任技術者（監理技術者）の施工経験 同種工事の経験あり 

７ 

２ 

類似工事の経験あり １ 

経験なし ０ 

主任技術者（監理技術者）の工事成績評
定の平均点 

84点以上 ２ 

81点以上、84点未満 1.5 

78点以上、81点未満 １ 

75点以上、78点未満 0.5 

75点未満又は評定通知なし ０ 

主任技術者（監理技術者）の継続教育(Ｃ
ＰＤ)の単位の取得状況 

各団体が推奨する単位数に相
当する数以上 

１ 

各団体が推奨する単位数に相
当する数の２分の１以上、当
該相当する数未満 

0.5 

各団体が推奨する単位数に相
当する数の２分の１未満又は
単位なし 

０ 

主任技術者（監理技術者）の実施証明書

の有無 

ＩＣＴ活用工事及び週休２日

確保工事の両方の実施証明書

あり 

２ 

ＩＣＴ活用工事又は週休２日

確保工事のいずれかの実施証

明書あり 

１ 



 

 

 

実施証明書なし ０ 

 

ハ 地域貢献度について 

評価項目 評価基準 配点 評価点 

災害協定等の 
締結の有無 

県土木部災害協定を締結している。 

２ 

２ 

県土木部災害協定以外の山形県との災害協定等を締結している。 １ 

災害協定等を締結していない。 ０ 

活
動
実
績
の
有
無 

山形県 
ふるさとの川 
愛護活動支援 

事業 

工事施工箇所が含まれている地域において、活動の実績を有して
いる。 

２ 

２ 

工事施工箇所が含まれている地域以外の地域において、活動の実
績を有している。 １ 

活動の実績を有していない。 ０ 

ふれあいの 
道路愛護事業 

工事施工箇所が含まれている地域において、活動の実績を有して
いる。 ２ 

工事施工箇所が含まれている地域以外の地域において、活動の実
績を有している。 １ 

活動の実績を有していない。 ０ 

総合支庁独自 
ボランティア 

工事施工箇所が含まれている地域において、活動の実績を有して
いる。 ２ 

工事施工箇所が含まれている地域以外の地域において、活動の実
績を有している。 １ 

活動の実績を有していない。 ０ 

除排雪 
ボランティア 

工事施工箇所が含まれている地域において、活動の実績を有して
いる。 ２ 

工事施工箇所が含まれている地域以外の地域において、活動の実
績を有している。 １ 

活動の実績を有していない。 ０ 

消防団 
協力事業所 

消防団協力事業所の認定を受けている。 １ 

消防団協力事業所の認定を受けていない。 ０ 

インターン 
シップ等 

工事施工箇所が含まれている地域に本店を有し、インターンシッ

プ等の受入れの実績を有している。 
１ 

工事施工箇所が含まれている地域以外の地域に本店を有し、イン

ターンシップ等の受入れの実績を有している。 
0.5 

受入れの実績を有していない。 ０ 

災害復旧工事 
の受注 

工事施工箇所が含まれている地域において、災害復旧工事の受注
実績を有している。 

１ 

１ 

工事施工箇所が含まれている地域以外の地域において、災害復旧

工事の受注実績を有している。 
0.5 

受注の実績を有していない。 ０ 

道路除雪業務 
の実績 

工事施工箇所が含まれている地域において、道路除雪業務の実績
を有している。 

１ 

１ 

工事施工箇所が含まれている地域以外の地域において、道路除雪
業務の実績を有している。 0.5 

業務の実績を有していない。 ０ 

ニ 評価値の算出方式 

  入札価格及び技術的能力等に係る総合評価は、標準点（100点）、入札者の申込みに係るイか

らハまでにより得られた加算点（最大21点）及び品質確保の実効性と施工体制確保の確実性を



 

 

 

評価した点（以下「品質等確実点」という。）（８点）の合計を、当該入札者の入札価格で除

し、1,000,000を乗じて得た数値（ただし、入札価格が山形県建設工事等低入札価格調査制度実

施要綱に規定する調査基準価格を下回った場合は、品質等確実点を０点とし、標準点及び加算

点の合計を調査基準価格で除し、1,000,000を乗じて得た数値とする。以下「評価値」という。）

をもって行う。 

(3) 入札参加資格の欠格 

 技術資料に虚偽の記載をした者並びに山形県県土整備部簡易Ⅱ型総合評価落札方式における事

後審査実施要領（以下「簡易Ⅱ型事後審査実施要領」という。）による技術資料に係る自己評価

申請書を提出しない者及び当該申請書に予め記載された最大評価点を超える自己評価点を記載し

た者は、３に掲げる要件を満たす者であっても、この入札の参加資格を失う。 

(4) 落札者の決定方法 

次に掲げる要件を全て満たす者のうち、評価値が最も高い者を落札者とする。 

イ 入札価格が予定価格の範囲内であること。 

ロ 評価値が、基準評価値（標準点を予定価格で除し、1,000,000を乗じて得た数値をいう。）を

下回らないこと。 

５ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び契約に関する事務を担当する部局等 

東田川郡三川町大字横山字袖東19－1 山形県庄内総合支庁建設部建設総務課経理係 

電話番号 0235-66-5581 

６ 入札参加資格の確認等 

 入札への参加を希望する者は、入札参加者の資格を確認できる書類、総合評価に係る技術資料及

び技術資料に係る自己評価申請書を、次に掲げる期間内に、電子入札システムにより提出するもの

とする。 

(1) 受付期間 令和８年９月17日（木）から令和８年10月１日（木）まで（県の休日を除く。） 

(2) 受付時間 午前８時から午後10時（受付期間の最終日にあっては、午後４時）まで 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 免除する。 

(2) 契約保証金 建設工事請負契約約款第４条による保証（保証金額は、契約金額の10分の１に相

当する額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り上げた金額）とする。）

を付すこと。 

８ その他 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他

規則第122条の２の規定に該当する入札は、無効とする。 

(2) 入札参加者は、積算内訳書を入札時に提出すること。 

(3) 災害その他の事情により、電子入札システムに障害が生じた場合は、入札を無効とし、別途日

時を指定して、書面による入札に変更することがある。 

(4) 入札に参加を希望する者で電子入札システムにより難いものは、発注者の承諾を得た場合に限

り、書面による入札を行うことができる。この場合の入札手続は、入札説明書による。 



 

 

 

(5) この入札は、山形県建設工事等低入札価格調査制度実施要綱の規定による低入札価格調査制度

を適用する。 

(6) 調査基準価格を下回った価格をもって契約する場合には、現場代理人と主任技術者又は監理技

術者若しくは監理技術者補佐との兼務を認めない。 

(7) 専任の監理技術者の配置が義務付けられている工事において、調査基準価格を下回った価格を

もって契約する場合には、監理技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の配置を求めることが

ある。 

(8) 本工事における現場代理人は、落札者の申請に基づき発注者が承認するときに限り、別件工事

の現場代理人との兼務を認める。 

(9) この入札は、入札時に価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決定する簡易Ⅱ型（通

常型）総合評価落札方式により行い、詳細は、この公告及び入札説明書のほか、総合評価落札方

式運用ガイドライン（令和８年７月 山形県県土整備部）、山形県県土整備部建設工事一般競争

入札における総合評価落札方式実施要綱及び山形県県土整備部簡易Ⅱ型総合評価落札方式におけ

る事後審査実施要領によるものとする。 

（10）当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。 

（11）詳細については入札説明書による。 

 


